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招集通知記載事項の一部修正について 
 

当社は、「第 71 期定時株主総会招集ご通知」の一部に修正すべき点がございましたので、本ウェブサイト

において、下記のとおり修正いたします。 

 

＜修正箇所＞（修正箇所は下線部分のとおりであります。） 

 招集ご通知５頁「（２）直前３事業年度の財産及び損益の状況」の①企業集団の財産及び損益の状況の推

移及び②当社の財産及び損益の状況の推移の総資産の各数値についてであります。 

 

【修正前】 

① 企業集団の財産及び損益の状況の推移            （単位：百万円） 
 

区 分 
第68期 

(2015/4～2016/3) 

第69期 

(2016/4～2017/3) 

第70期 

(2017/4～2018/3) 

第71期 

(当連結会計年度) 

(2018/4～2019/3) 

売 上 高 140,686 150,072 148,952 145,848 

経 常 利 益 1,207 1,775 1,869 1,013 

親会社株主に帰属する当期純利益 1,045 1,150 1,246 642 

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 485円68銭 556円62銭 603円16銭 310円73銭 

総 資 産 45,339 48,008 50,690 49,275 

純 資 産 15,882 17,178 18,791 18,994 

１ 株 当 た り 純 資 産 7,680円22銭 8,309円37銭 9,092円76銭 9,191円00銭 
 

（注）１．１株当たり当期純利益は、自己株式を控除した期中平均発行済株式総数により、１株当たり純資産は、自己株式を控除した期末

発行済株式総数により算出しております。なお、株主資本において自己株式として計上している「株式給付信託（BBT）」が保

有する当社株式を、「１株当たり当期純利益」の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に、また「１株当たり

純資産」の算定上、期末発行済株式総数から控除する自己株式にそれぞれ含めております。 

２．当社は、2017年10月１日付で普通株式５株につき１株の割合で株式併合を行っております。第68期連結会計年度の期首に当該

株式併合が行われたと仮定して、「１株当たり当期純利益」及び「１株当たり純資産」を算定しております。 

３．当社は「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 2018年２月16日）等を当連結会計年度の期首から適

用しており、第68期以降の総資産の金額は当該会計基準を遡って適用した場合の金額となっております。 

 



②当社の財産及び損益の状況の推移              （単位：百万円） 
 

区 分 
第68期 

(2015/4～2016/3) 

第69期 

(2016/4～2017/3) 

第70期 

(2017/4～2018/3) 

第71期 

(当事業年度) 

(2018/4～2019/3) 

売 上 高 116,371 63,641 2,605 2,723 

経 常 利 益 282 457 1,336 1,387 

当 期 純 利 益 438 346 1,197 1,335 

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 203円72銭 167円47銭 579円37銭 646円31銭 

総 資 産 40,076 27,328 27,803 28,075 

純 資 産 12,564 13,020 14,548 15,469 

１ 株 当 た り 純 資 産 6,075円59銭 6,297円88銭 7,039円44銭 7,485円21銭 
 

（注）１．１株当たり当期純利益は、自己株式を控除した期中平均発行済株式総数により、１株当たり純資産は、自己株式を控除した期末

発行済株式総数により算出しております。なお、株主資本において自己株式として計上している「株式給付信託（BBT）」が保

有する当社株式を、「１株当たり当期純利益」の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に、また「１株当たり

純資産」の算定上、期末発行済株式総数から控除する自己株式にそれぞれ含めております。 

２．当社は、2017年10月１日付で普通株式５株につき１株の割合で株式併合を行っております。第68期事業年度の期首に当該株式

併合が行われたと仮定して、「１株当たり当期純利益」及び「１株当たり純資産」を算定しております。 

３．当社は「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 2018年２月16日）等を当事業年度の期首から適用し

ており、第68期以降の総資産の金額は当該会計基準を遡って適用した場合の金額となっております。 

４．当社は2016年10月１日付にて会社分割を実施し、持株会社体制に移行しております。 

 

 

【修正後】 

① 企業集団の財産及び損益の状況の推移            （単位：百万円） 
 

区 分 
第68期 

(2015/4～2016/3) 

第69期 

(2016/4～2017/3) 

第70期 

(2017/4～2018/3) 

第71期 

(当連結会計年度) 

(2018/4～2019/3) 

売 上 高 140,686 150,072 148,952 145,848 

経 常 利 益 1,207 1,775 1,869 1,013 

親会社株主に帰属する当期純利益 1,045 1,150 1,246 642 

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 485円68銭 556円62銭 603円16銭 310円73銭 

総 資 産 45,713 48,057 50,690 49,275 

純 資 産 15,882 17,178 18,791 18,994 

１ 株 当 た り 純 資 産 7,680円22銭 8,309円37銭 9,092円76銭 9,191円00銭 
 

（注）１．１株当たり当期純利益は、自己株式を控除した期中平均発行済株式総数により、１株当たり純資産は、自己株式を控除した期末

発行済株式総数により算出しております。なお、株主資本において自己株式として計上している「株式給付信託（BBT）」が保

有する当社株式を、「１株当たり当期純利益」の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に、また「１株当たり

純資産」の算定上、期末発行済株式総数から控除する自己株式にそれぞれ含めております。 



２．当社は、2017年10月１日付で普通株式５株につき１株の割合で株式併合を行っております。第68期連結会計年度の期首に当該

株式併合が行われたと仮定して、「１株当たり当期純利益」及び「１株当たり純資産」を算定しております。 

３．当社は「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 2018年２月16日）等を当連結会計年度の期首から適

用しており、前連結会計年度の総資産の金額は当該会計基準を遡って適用した場合の金額となっております。 

 

② 当社の財産及び損益の状況の推移              （単位：百万円） 
 

区 分 
第68期 

(2015/4～2016/3) 

第69期 

(2016/4～2017/3) 

第70期 

(2017/4～2018/3) 

第71期 

(当事業年度) 

(2018/4～2019/3) 

売 上 高 116,371 63,641 2,605 2,723 

経 常 利 益 282 457 1,336 1,387 

当 期 純 利 益 438 346 1,197 1,335 

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 203円72銭 167円47銭 579円37銭 646円31銭 

総 資 産 40,371 27,305 27,743 28,075 

純 資 産 12,564 13,020 14,548 15,469 

１ 株 当 た り 純 資 産 6,075円59銭 6,297円88銭 7,039円44銭 7,485円21銭 
 

（注）１．１株当たり当期純利益は、自己株式を控除した期中平均発行済株式総数により、１株当たり純資産は、自己株式を控除した期末

発行済株式総数により算出しております。なお、株主資本において自己株式として計上している「株式給付信託（BBT）」が保

有する当社株式を、「１株当たり当期純利益」の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に、また「１株当たり

純資産」の算定上、期末発行済株式総数から控除する自己株式にそれぞれ含めております。 

２．当社は、2017年10月１日付で普通株式５株につき１株の割合で株式併合を行っております。第68期事業年度の期首に当該株式

併合が行われたと仮定して、「１株当たり当期純利益」及び「１株当たり純資産」を算定しております。 

３．当社は「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 2018年２月16日）等を当事業年度の期首から適用し

ており、前事業年度の総資産の金額は当該会計基準を遡って適用した場合の金額となっております。 

４．当社は2016年10月１日付にて会社分割を実施し、持株会社体制に移行しております。 

 

 

以 上 


